
地 財 協 第 ４０号 

令和２年７月３０日 

各都道府県 市区町村担当課長 様 

（財政担当及び公営企業担当扱い）  

各指定都市 財政担当課長 様 

日本公認会計士協会 様 

 

一般財団法人 地方財務協会 

理 事 長  大 石 利 雄 

（公印省略） 

 

令和２年度 『地方公営企業財務会計講習会』 の開催について 

 

拝啓 時下益々ご清祥のこととお慶び申し上げます。  

平素は、当協会の事業運営等に関しまして格別のご支援を賜り、厚く御礼申し上げ

ます。 

さて、本年度も、総務省のご後援及び開催県（市町村担当課）のご協力をいただき、

「地方公営企業財務会計講習会」を別添１－１のとおり開催することといたしました。 

つきましては、ご多忙のところ誠に恐縮に存じますが、関係職員の受講派遣につい

て、よろしくご配意願います。 

なお、大変お手数をおかけいたしますが、各都道府県の市町村担当課におかれまし

ては、貴都道府県内の指定都市を除く市町村の財政担当課及び公営企業担当部局の参

加者の取りまとめをお願いいたします。 

また、各指定都市の財政担当課におかれましては、貴市公営企業担当部局の参加者

の取りまとめをお願いいたします。 

参加者の申込みにつきましては、別添２の申込書により、開催県の市町村担当課ま

でご連絡をお願いいたします。 

 開催地別の案内につきましては、おって別添１－２の各開催県担当課より別途貴府

県へ連絡される予定となっております。 

時節柄、貴職の一層のご健勝をお祈り申し上げます。           敬具 

 

当協会では、講習会の開催に当たり、別紙１～３のとおり新型コロナウイルス感

染防止策を講じることとしておりますので、事前によく読んでご承知置きください。  

また、今後の状況によっては、当講習会を延期又は中止させていただく場合があ

りますことをあらかじめご了承願います。 

 

 

 

 

 

 

＜事務局 問合せ先＞     

一般財団法人 地方財務協会 事業部 

   ＴＥＬ (03) 3261-8547    

ＦＡＸ (03) 3261-9170    
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（別添１－１） 

 

令和２年度『地方公営企業財務会計講習会』 開催要領 

 

 

１ 目 的 

   地方公営企業の業務に従事する初中級職員に対して、公営企業財務会計制

度及び予算決算等の実務についての講習を行い、基本的な理解を深めるとと

もに、今後の地方公営企業の円滑な運営と実務に役立たせるため。 

 

２ 主催者   一般財団法人 地方財務協会 

 

３ 後 援   総 務 省 

 

４ 受講対象者  原則として、経験３年未満の職員 

(１) 各都道府県 市区町村担当課職員                   ５名程度 

各都道府県 財政担当課職員                       ５名程度 

各都道府県 公営企業担当部局職員             ５名程度 

 

(２) 開催地都道府県内の市区町村（指定都市除く）の公営企業担当部局職員 

   １団体１名 

 

(３) 各指定都市の財政担当課職員、公営企業担当部局職員   ３名程度 

 

 (４) 公認会計士（東京会場Ⅰ・Ⅱのみ）       Ⅰ・Ⅱ、各２名程度 

    ※公認会計士は、資料代として、１人１０,０００円（税込）をご負担

願います。 

  

 ［注］ 今年度の各講習会場における受講者数については、新型コロナウイ

ルス感染防止策として、いわゆる「三密」を防止する観点から、講習

会場の収容定員の半分程度を上限といたします。 

     つきましては、受講申込者が多数の場合には、調整させていただき

ますので、あらかじめご了承願います。 

 

 

５ 開催地別日程  （別添１－２）開催地別日程表をご参照ください。 

 

 

 

 



  

６ スケジュール 

【第１日目】  ９：３０～１０：００ 受 付 

１０：００～１０：１０ 開 講 

１０：１０～１２：００ 地方公営企業の現状と課題 

１３：００～１６：３０ 簿記原理 

【第２日目】 １０：００～１２：００ 財務実務 

１３：００～１５：００ 財務実務 

１５：００       閉  講 

 

７ 講義テキスト  

 

＊講義テキスト（有料頒布）は、新型コロナウイルス感染防止の観点から講習

会場では販売いたしませんので、事前にご購入され、ご持参いただきますよ

うお願いいたします。 

（※ 図書発行案内については、８月上旬頃に別途ご案内いたします。） 

 

・令和３年版『地方公営企業関係法令集』（令和２年９月発行予定） 

       定価 税込５,０６０円 （本体４,６００円＋税） 

 

 ・令和２年版『公営企業の経理の手引』  （令和２年９月発行予定） 

       定価 税込４,１８０円 （本体３,８００円＋税） 

 

・令和２年版『地方公営企業のあらまし』（令和２年９月発行予定） 

       定価 税込１,９８０円 （本体１,８００円＋税） 

 

 ・令和２年版『公営企業における消費税及び地方消費税実務者ハンドブック』 

（令和２年９月発行予定） 

       定価 税込２,０９０円 （本体１,９００円＋税） 

 

  上記４点のテキストを用いて講義を行います。 

 

○参考図書  

 ・令和２年版『改訂公営企業の実務講座』（令和２年９月発行予定） 

       定価 税込３,３００円 （本体３,０００円＋税） 
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開催地 対象 都道府県・指定都市 開 催 日

北海道
北海道・札幌市

(開催県：北海道市町村課）

１０月  ６日（火）
７日（水）

北海道第二水産ビル
８階

Ａ会議室

　〒060-0003
　北海道札幌市中央区
　北三条西７丁目１番地
　電話　(011) 281-2071

山形県

青森県・岩手県・宮城県・秋田県・
山形県・福島県・仙台市

（開催県：山形県市町村課）

１０月２９日（木）
３０日（金）

山形県建設会館
１階

大会議室

　〒990-0024
　山形県山形市あさひ町
　１８－２５
　電話　(023) 623-9171

東京Ⅰ

千葉県・東京都・神奈川県・
千葉市・横浜市・川崎市・
相模原市

（事務局：地方財務協会事業部）

９月１７日（木）
１８日（金）

ホテル・ルポ－ル麹町
３階

地財ホ－ル

　〒102-0093
　東京都千代田区平河町
　２－４－３
　電話　(03) 3265-5365

東京Ⅱ

茨城県・栃木県・群馬県・埼玉県・
新潟県・さいたま市・新潟市

（事務局：地方財務協会事業部）

９月２９日（火）
３０日（水）

ホテル・ルポ－ル麹町
３階

地財ホ－ル

　〒102-0093
　東京都千代田区平河町
　２－４－３
　電話　(03) 3265-5365

長野県

富山県・石川県・山梨県・長野県・
岐阜県・静岡県・愛知県・三重県・
静岡市・浜松市・名古屋市

（開催県：長野県市町村課）

１１月１２日（木）
１３日（金）

長野市生涯学習センター
４階

大学習室

　〒380-0834
　長野県長野市大字
　鶴賀問御所町1271-3
　TOiGO WEST
　電話　(026) 233-8080

奈良県

福井県・滋賀県・京都府・大阪府・
兵庫県・奈良県・和歌山県・
京都市・大阪市・堺市・神戸市

（開催県：奈良県市町村振興課）

１０月  １日（木）
２日（金）

奈良県コンベンションセンター
２階

205・206会議室

　〒630-8013
　奈良県奈良市三条大路
　１丁目691-1
　電話　(0742) 32-2290

高知県

鳥取県・島根県・岡山県・広島県・
山口県・徳島県・香川県・愛媛県・
高知県・岡山市・広島市

（開催県：高知県市町村振興課）

１０月１５日（木）
１６日（金）

高知県庁
１階

正庁ホール

　〒780-8570
　高知県高知市丸ノ内
　１丁目２番２０号
　電話　(088) 823-9315

宮崎県

福岡県・佐賀県・長崎県・熊本県・
大分県・宮崎県・鹿児島県・
北九州市・福岡市・熊本市

（開催県：宮崎県市町村課）

１０月２２日（木）
２３日（金）

宮崎県防災庁舎
５階

防５１号室

  〒880-8501
　宮崎県宮崎市橘通
　東一丁目９番１８号
　電話　(0985) 26-7022

沖縄県
沖縄県

（開催県：沖縄県市町村課）

１１月　５日(木)
６日(金)

沖縄県体協スポーツ会館
１階

会議室Ａ・Ｂ

  〒900-0026
　沖縄県那覇市奥武山
　５１－２
  電話　(098) 857-0017

講　　習　　会　　場

令和２年度　『地方公営企業財務会計講習会』  開催地別日程表

(別添1-２）



FAX番号

所属課・出先機関名 職　　名 連絡先（℡） 氏　　名

１
年 月

２
年 月

３
年 月

４
年 月

５
年 月

年 月

年 月

 申込担当者氏名
　TEL

　FAX

(別添２）

申込日　　　令和　　　　　年　　　　　月　　　　　日　

(都道府県用)

令和２年度 『地方公営企業財務会計講習会』受講申込書

ＦＡＸ送信先 　　　　　　　　道・県　　　　　　　課　講習会担当者行

９月１日現在の
経験年数

受講者合計　　 　　　   　　名

 申込団体名

　　　　　　　　道 ・ 府 ・ 県　　　　　　　　　　　局 ・ 部　　　　　　  　　　課　　　　　 　　　　係
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１
年 月

２
年 月

３
年 月

年 月

年 月

 申込担当者氏名
　TEL

　FAX

受講者合計　　 　　　   　　名

申込日　　　令和　　　　　年　　　　　月　　　　　日　

 申込団体名

　　　　　　市　　　　　　　　　　　局 ・ 部　　　　　　  　　　課　　　　　 　　　　係

(別添２） (指定都市用)

９月１日現在の
経験年数

令和２年度 『地方公営企業財務会計講習会』受講申込書

ＦＡＸ送信先 　　　　　　　　道・県　　　　　　　課　講習会担当者行


